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第 1 章 土工  

 

第１ ３次元起工測量 

１ 積算方法  

３次元起工測量については、従来の起工測量に係る費用が共通仮設費率に含まれて

いることから、３次元起工測量と従来の起工測量のそれぞれについて歩掛見積り（諸経

費込み）を徴取して費用を算定し、両者の差額を工事価格に一括計上するものとする。 

 

第２ 基本設計データ又は３次元設計データの作成 

１ 積算方法 

基本設計データ又は３次元設計データの作成に要する費用は、歩掛見積り（諸経費込

み）を徴取して費用を算定し、工事価格に一括計上するものとする。 

 

第３ ＩＣＴ建設機械による施工 

１ 積算方法の概要 

掘削においては、ＩＣＴ施工パッケージ型積算基準及び土地改良工事積算基準（土木

工事）（以下「積算基準」という。）に示す施工パッケージ型積算基準に基づき積算する

ものとし、掘削以外の工種においてはＩＣＴ施工パッケージ型積算基準に基づき積算す

るものとする。 

なお、現場条件により、ＩＣＴ施工パッケージ型積算基準に示すＩＣＴ建設機械の規

格よりも小さいＩＣＴ建設機械を用いる場合は、施工パッケージ型積算基準によらず、

見積りを活用し積算することとする。 

 

２ ＩＣＴ施工パッケージ型積算基準の適用範囲 

（１）土工（ＩＣＴ） 

ＩＣＴによる土工に適用する。 

ア 適用できる範囲 

（ア）掘削（ＩＣＴ） 

・３Ｄ－ＭＧ若しくはＭＣバックホウによる土砂、岩塊・玉石の掘削積込又は３Ｄ

－ＭＧ若しくはＭＣバックホウによる土砂の片切掘削 

（イ）路体（築堤）盛土（ＩＣＴ） 

・３Ｄ－ＭＧ又はＭＣブルドーザによる施工幅員4.0ｍ以上の土砂等を使用した路

体（築堤）盛土 

（ウ）路床盛土（ＩＣＴ） 

・３Ｄ－ＭＧ又はＭＣブルドーザによる施工幅員4.0ｍ以上の土砂等を使用した路

床盛土 
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イ 適用できない範囲 

（ア）掘削（ＩＣＴ） 

・３Ｄ－ＭＧ又はＭＣバックホウ以外による掘削 

（イ）路体（築堤）盛土（ＩＣＴ） 

・３Ｄ－ＭＧ又はＭＣブルドーザ以外による路体（築堤）盛土 

（ウ）路床盛土（ＩＣＴ） 

・３Ｄ－ＭＧ又はＭＣブルドーザ以外による路床盛土 

 

（２）床掘工（ＩＣＴ） 

ＩＣＴによる、構造物の築造又は撤去を目的とした平均施工幅２ｍ以上の土砂の掘

削等である床掘に適用する。 

ア 適用できる範囲 

（ア）床掘（ＩＣＴ） 

・３Ｄ－ＭＧ又はＭＣバックホウによる作業土工（床掘）（ＩＣＴ）のうち、土砂

におけるバックホウ床掘 

・３Ｄ－ＭＧ又はＭＣバックホウによる作業土工（床掘）（ＩＣＴ）における床付

面の基面整正 

イ 適用できない範囲 

（ア）床掘（ＩＣＴ） 

・３Ｄ－ＭＧ又はＭＣバックホウ以外による作業土工（床掘） 

 

（３）法面整形工（ＩＣＴ） 

ＩＣＴによる盛土法面整形工及び切土法面整形工に適用する。 

ア 適用できる範囲 

（ア）法面整形工（ＩＣＴ） 

・３Ｄ－ＭＧ又はＭＣバックホウによる土質がレキ質土、砂及び砂質土、粘性土、

軟岩Ⅰの法面整形 

イ 適用できない範囲 

（ア）法面整形工（ＩＣＴ） 

・３Ｄ－ＭＧ又はＭＣバックホウ以外の法面整形 

・現場制約がある場合（現場制約：「積算基準 Ｂ～1100 法面整形工 図３．１

法面整形工 工法選定フロー図（注 １）」による。） 
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３ 施工フロー 

（１）掘削（ＩＣＴ） 

 

※１ 本施工パッケージで対応しているのは、二重実線部分のみである。 

※２ 積込、運搬作業が必要な場合は、「積算基準 Ｂ～0810 土工３－２ 土砂等運搬」

により別途計上すること。 

 

（２）路体（築堤）盛土（ＩＣＴ）、路床盛土（ＩＣＴ） 

 

※ 本施工パッケージで対応しているのは、二重実線部分のみである。 

 

（３）床掘（ＩＣＴ） 

 

※１ 本施工パッケージで対応しているのは、二重実線部分のみである。 

※２ 埋戻しは「積算基準 Ｂ～3010 作業土工（埋戻工）」による。 
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（４）法面整形工（ＩＣＴ） 

 

※ 盛土部の施工フローは、「Ｂ～1100 法面整形工」の図３．２を、切土部の施工フロ

ーは図３．３を参照のこと。 

 

４ 施工パッケージ 

（１）掘削（ＩＣＴ） 

ア 条件区分 

条件区分は、表１－１を標準とする。 

 

表１－１ 掘削（ＩＣＴ） 積算条件区分一覧 

（積算単位：㎥） 

土質 施工方法 障害の有無 施工数量 

土砂 
オープンカット 

無し 

5,000 ㎥未満 

5,000 ㎥以上 10,000 ㎥未満 

10,000 ㎥以上 50,000 ㎥未満 

50,000 ㎥以上 

有り 

5,000 ㎥未満 

5,000 ㎥以上 10,000 ㎥未満 

10,000 ㎥以上 50,000 ㎥未満 

50,000 ㎥以上 

片切掘削 － － 

機械による

切土整形

【積算条件】

整形箇所：切土部

切土部

工法の選定

機械による削取り

整形

【積算条件】

整形箇所：盛土部

法面締固め：無し

盛土部

Yes No

機械による

築立（土羽）整形

【積算条件】

整形箇所：盛土部

法面締固め：有り

整形箇所

築立（土羽）部が

本体と同一素材

（土）であるか
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岩塊・玉石 オープンカット 

無し 

5,000 ㎥未満 

5,000 ㎥以上 10,000 ㎥未満 

10,000 ㎥以上 50,000 ㎥未満 

50,000 ㎥以上 

有り 

5,000 ㎥未満 

5,000 ㎥以上 10,000 ㎥未満 

10,000 ㎥以上 50,000 ㎥未満 

50,000 ㎥以上 

※１ 上表は、土砂、岩塊・玉石の掘削積込（片切掘削は掘削のみ。）のほか、その施工

に必要な全ての機械・労務・材料費（損料等を含む。）を含み、クレーン作業は含ま

ない。 

※２ 上表は、同一の施工箇所において、３Ｄ－ＭＧ又はＭＣバックホウ（以下「ＩＣＴ建

機」という。）のみで施工する場合（ＩＣＴ建機使用割合 100％）である。 

なお、施工数量は、１工事当たりの全体掘削土量により判定し、「積算基準 Ｂ～0810 

土工３－１掘削（注６）施工数量，破砕片除去数量」によるものとする。また、該当す

る施工箇所におけるＩＣＴ建機による施工の掘削土量をその箇所の掘削土量とし、こ

れを合計したものを全体掘削土量とする。 

※３ 土砂、岩塊・玉石の掘削積込、又は土砂の片切掘削について、同一の施工箇所におい

てＩＣＴ建機と通常建機（ＩＣＴ建機を使用しない通常機種のバックホウ）を組み合わ

せて施工する場合（ＩＣＴ建機使用割合 100％以外）は、該当する箇所における掘削土

量をＩＣＴ建機使用割合に応じてＩＣＴ建機による施工分と通常建機による施工分に

分割し、ＩＣＴ建機による施工分について上表を適用する。通常建機による施工分につ

いては、「積算基準 Ｂ～0810 土工３－１掘削」により別途計上する。 

なお、施工数量は、１工事当たりの全体掘削土量により判定し、「積算基準 Ｂ～0810 

土工３－１掘削（注６）施工数量，破砕片除去数量」によるものとする。また、ＩＣＴ

建機使用割合 100％以外の場合は、該当する施工箇所におけるＩＣＴ建機による施工分

と通常建機による施工分を合計した掘削土量をその箇所の掘削土量とし、これを合計

したものを全体掘削土量とする。ただし、施工箇所が分かれる場合、通常建機のみで施

工した箇所の掘削土量はこの全体掘削土量に含めない。 

※４ 土量は、地山土量とする。 

※５ 施工方法は、掘削箇所の地形により、「オープンカット」、「片切り」に区分する。区

分については、「積算基準Ｂ～0810 土工３－１掘削」の図３．１～図３．３を参照の

こと。 

※６ 障害の有無 

無し：構造物、建造物等の障害物や交通の影響により施工条件が制限されず、連続掘
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削作業ができる場合。 

有り：掘削作業において障害物等により施工条件に制限があり（作業障害が多い場合

等）、連続掘削作業ができない場合。掘削深さ５ｍ以内で掘削箇所が地下水位

等で排水をせず、水中掘削（溝堀り、基礎掘削）を行う場合。 

※７ ＩＣＴ建機使用割合は、上記※２又は※３の１工事当たりの全体掘削土量に対する

１工事当たりのＩＣＴ建機による掘削土量の割合である。 

 

イ 代表機労材規格 

表１－２に示す機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な

規格である。 

 

表１－２ 掘削（ＩＣＴ）［ＩＣＴ建機使用割合 100％］代表機労材規格一覧 

項目 代表機労材規格 備考 

機械 

K1 

バックホウ（クローラ型）［標準型・ＩＣＴ施

工対応型・超低騒音型・クレーン機能付き・排

出ガス対策型（2014 年規制）］山積 0.8 ㎥（平

積 0.6 ㎥）吊能力 2.9ｔ 

賃料 

K2 
ＩＣＴ建設機械経費賃料加算額 

（バックホウ（ＩＣＴ施工対応型）） 
賃料 

K3 －  

労務 

R1 運転手（特殊）  

R2 普通作業員 片切掘削 

R3 －  

R4 －  

材料 

Z1 軽油 パトロール給油  

Z2 －  

Z3 －  

Z4 －  

市場 

単価 
S －  

※１ ＩＣＴ建設機械経費賃料加算額（バックホウ（ＩＣＴ施工対応型）は、地上の基

準・管理局の賃貸費用である。 

 

（２）路体（築堤）盛土（ＩＣＴ） 
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ア 条件区分 

条件区分は、表１－３を標準とする。 

 

表１－３ 路体（築堤）盛土（ＩＣＴ）積算条件区分一覧 

（積算単位：㎥） 

施工数量 障害の有無 

20,000 ㎥未満 
無し 

有り 

20,000 ㎥以上 
無し 

有り 

※１ 上表は、路体又は築堤の自工区内で掘削又は作業土工により発生した土砂等の敷均

し・締固め、他工事で発生し運搬されてくる土砂等の敷均し・締固め、土取場（仮置場）

で採取し運搬してくる土砂等の敷均し・締固め等、その施工に必要な全ての機械・労務・

材料費（損料等を含む。）を含む。 

※２ 施工数量は、１施工による１工事当たりの全体盛土量（施工幅員 4.0ｍ以上の合計盛

土量）とする。 

※３ 土量は、締固め後の土量とする。 

※４ 障害の有無 

無し：作業現場が広く、かつ作業障害が少ない場合（築堤工事等）。 

有り：作業現場が狭い、又は作業障害が多い場合（現場上の工事、拡築（腹付、嵩上）

工事、現場が不連続、構造物等の障害等）。 

※５ ブルドーザ（湿地・ＩＣＴ施工対応型）での敷均しに適さない作業条件の場合や、振

動ローラ（土工用）の締固めに適さない土質の場合は別途考慮する。 

 

イ 代表機労務材規格 

表１－４に示す機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な

規格である。 

 

表１－４ 路体（築堤）盛土（ＩＣＴ） 代表機労材規格一覧 

施工数量 項目 代表機労材規格 備考 

20,000 ㎥未満 機械 

K1 
ブルドーザ［湿地・ＩＣＴ施工対応型・

排出ガス対策型（2011 年規制）］７ｔ級 
賃料 

K2 
ＩＣＴ建設機械経費賃料加算額 

（ブルドーザ（ＩＣＴ施工対応型）） 
賃料 

K3 振動ローラ（土工用）［フラット・シング 賃料 
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ルドラム型・排出ガス対策型（2011 年規

制）］11～12ｔ 

労務 

R1 運転手（特殊）  

R2 －  

R3 －  

R4 －  

材料 

Z1 軽油 パトロール軽油  

Z2 －  

Z3 －  

Z4 －  

市場 

単価 
S －  

20,000 ㎥以上 

機械 

K1 
ブルドーザ［湿地・ＩＣＴ施工対応型・

排出ガス対策型（2011 年規制）］16ｔ級 
賃料 

K2 
ＩＣＴ建設機械経費賃料加算額 

（ブルドーザ（ＩＣＴ施工対応型）） 
賃料 

K3 

振動ローラ（土工用）［フラット・シング

ルドラム型・排出ガス対策型（2011 年規

制）］11～12ｔ 

賃料 

労務 

R1 運転手（特殊）  

R2 －  

R3 －  

R4 －  

材料 

Z1 軽油 パトロール軽油  

Z2 －  

Z3 －  

Z4 －  

市場 

単価 
S －  

※１ ＩＣＴ建設機械経費賃料加算額（ブルドーザ（ＩＣＴ施工対応型）は、地上の基準局・

管理局の賃貸費用である。 

 

（３）路床盛土（ＩＣＴ） 

ア 条件区分 

条件区分は、表１－５を標準とする。 
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表１－５ 路床盛土（ＩＣＴ）積算条件区分一覧 

（積算単位：㎥） 

施工数量 障害の有無 

20,000 ㎥未満 
無し 

有り 

20,000 ㎥以上 
無し 

有り 

※１ 上表は、路床の自工区内で掘削又は作業土工により発生した土砂等の敷均し・締固め、

他工事で発生し運搬されてくる土砂等の敷均し・締固め、土取場（仮置場）で採取し運

搬してくる土砂等の敷均し・締固め等、その施工に必要な全ての機械・労務・材料費（損

料等を含む。）を含む。 

※２ 施工数量は、１施工による１工事当たりの全体盛土量（施工幅員 4.0ｍ以上の合計盛

土量）とする。 

※３ 土量は、締固め後の土量とする。 

※４ 障害の有無 

無し：作業現場が広く、かつ作業障害が少ない場合（築堤工事等）。 

有り：作業現場が狭い、又は作業障害が多い場合（現場上の工事、拡築（腹付、嵩上）

工事、現場が不連続、構造物等の障害等）。 

※５ ブルドーザ（湿地・ＩＣＴ施工対応型）での敷均しに適さない作業条件の場合や、振

動ローラ（土工用）の締固めに適さない土質の場合は別途考慮する。 

 

イ 代表機労務材規格 

表１－６に示す機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的

な規格である。 

 

表１－６ 路床盛土（ＩＣＴ） 代表機労材規格一覧 

施工数量 項目 代表機労材規格 備考 

20,000 ㎥未満 
機械 

K1 
ブルドーザ［湿地・ＩＣＴ施工対応型・

排出ガス対策型（2011 年規制）］７ｔ級 
賃料 

K2 
ＩＣＴ建設機械経費賃料加算額 

（ブルドーザ（ＩＣＴ施工対応型）） 
賃料 

K3 

振動ローラ（土工用）［フラット・シング

ルドラム型・排出ガス対策型（2011 年規

制）］11～12ｔ 

賃料 

労務 R1 運転手（特殊）  
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R2 －  

R3 －  

R4 －  

材料 

Z1 軽油 パトロール軽油  

Z2 －  

Z3 －  

Z4 －  

市場 

単価 
S －  

20,000 ㎥以上 

機械 

K1 
ブルドーザ［湿地・ＩＣＴ施工対応型・

排出ガス対策型（2011 年規制）］16ｔ級 
賃料 

K2 
ＩＣＴ建設機械経費賃料加算額 

（ブルドーザ（ＩＣＴ施工対応型）） 
賃料 

K3 

振動ローラ（土工用）［フラット・シング

ルドラム型・排出ガス対策型（2011 年規

制）］11～12ｔ 

賃料 

労務 

R1 運転手（特殊）  

R2 －  

R3 －  

R4 －  

材料 

Z1 軽油 パトロール軽油  

Z2 －  

Z3 －  

Z4 －  

市場 

単価 
S －  

※１ ＩＣＴ建設機械経費賃料加算額（ブルドーザ（ＩＣＴ施工対応型）は、地上の基準局・ 

管理局の賃貸費用である。 

 

（４）床掘（ＩＣＴ） 

ア 条件区分 

条件区分は、表１－７を標準とする。 

 

表１－７ 床堀（ＩＣＴ）積算条件区分一覧 

（積算単位：㎥） 
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土留方式の種類 障害の有無 

無し 
無し 

有り 

自立式 
無し 

有り 

グランドアンカー式 
無し 

有り 

切梁腹起式 
無し 

有り 

※１ 上表は、構造物の築造又は撤去を目的とした土砂の掘削等、その施工に必要な全て 

の機械・労務・材料費（損料を含む。）を含み、クレーン作業は含まない。 

※２ 基面整正を行う場合は、「積算基準 Ｂ～0820 作業土工（床掘工） ３－１床掘り」

により別途計上する。 

※３ 障害の有無 

無し：①構造物、建造物等の障害物や交通の影響により施工条件が制限されないオ 

ープン掘削の場合 

②構造物、建造物等の障害物や交通の影響により施工条件が制限されない矢 

板のみの土留・仮締切工法掘削の場合 

③土留・仮締切工の中に切梁・腹起し、基礎杭等の障害がない場合 

有り：①床掘作業において、障害物等により施工条件に制限がある場合（作業障害 

が多い等） 

②土留・仮締切工の中に切梁・腹起し、基礎杭等の障害がある場合 

※４ 掘削箇所が地下水等で排水をせず水中掘削作業を行う場合は、障害の有無で「有 

り」を適用する。 

 

イ 代表機労材規格 

表１－８に示す機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な

規格である。 

 

表１－８ 床堀（ＩＣＴ）代表機労材規格一覧 

項目 代表機労材規格 備考 

機械 K1 

バックホウ（クローラ型）［標準型・ＩＣＴ施

工対応型・超低騒音型・クレーン機能付き・

排出ガス対策型（2014 年規制）］山積 0.8 ㎥

（平積 0.6 ㎥）吊能力 2.9ｔ 

賃料 
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K2 
ＩＣＴ建設機械経費賃料加算額 

（バックホウ（ＩＣＴ施工対応型）） 
賃料 

K3 －  

労務 

R1 運転手（特殊）  

R2 普通作業員  

R3 －  

R4 －  

材料 

Z1 軽油 パトロール軽油  

Z2 －  

Z3 －  

Z4 －  

市場単価 S －  

※１ ＩＣＴ建設機械経費賃料加算額（バックホウ（ＩＣＴ施工対応型））は、地上の基準

局・管理局の賃貸費用である。 

 

（５）基面整正 

「積算基準 Ｂ～0820 作業土工（床掘工） ３－１床掘り」により別途計上する。 

 

（６）法面整形（ＩＣＴ） 

ア 条件区分 

条件区分は、表１－９を標準とする。 

 

表１－９ 法面整形（ＩＣＴ）積算条件区分一覧 

（積算単位：㎡） 

整形箇所 法面締固めの有無 土質 

盛土部 
有り レキ質土、砂及び砂質土、粘性土 

無し レキ質土、砂及び砂質土、粘性土 

切土部 － 
レキ質土、砂及び砂質土、粘性土 

軟岩Ⅰ 

※１ 上表は、切土法面の表層部を削り取りながらの法面整形、盛土法面の表層部を削り 

取りながらの法面整形、築立てながらの法面（土羽）整形、土羽土の現場内小運搬（20

ｍ程度）のほか、その施工に必要な全ての機械・労務・材料費（損料等を含む。）を含

み、クレーン作業は含まない。 

※２ 残土の積込み、工区外の運搬並びに法面保護工は含まない。 
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※３ 土羽土の搬入等は含まない。 

 

イ 代表機労材規格 

表１－10 に示す機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的

な規格である。 

 

表１－10 法面整形（ＩＣＴ）代表機労材規格一覧 

項目 代表機労材規格 備考 

機械 

K1 

バックホウ（クローラ型）［標準型・ＩＣＴ施

工対応型・超低騒音型・クレーン機能付き・排

出ガス対策型（2014 年規制）］山積 0.8 ㎥（平

積 0.6 ㎥）吊能力 2.9ｔ 

賃料 

K2 
ＩＣＴ建設機械経費賃料加算額 

（バックホウ（ＩＣＴ施工対応型）） 
賃料 

K3 －  

労務 

R1 運転手（特殊）  

R2 土木一般世話役  

R3 普通作業員  

R4 －  

材料 

Z1 軽油 パトロール軽油  

Z2 －  

Z3 －  

Z4 －  

市場単価 S －  

※１ ＩＣＴ建設機械経費賃料加算額（バックホウ（ＩＣＴ施工対応型））は、地上の基準 

局・管理局の賃貸費用である。 

 

５ 施工数量の算出 

（１）掘削（ＩＣＴ） 

掘削（ＩＣＴ）は、ＩＣＴ建設機械による施工歩掛（以下「掘削（ＩＣＴ）[ＩＣＴ

建設機械使用割合 100％]」という。）と、通常通常建設機械による施工歩掛（以下「掘

削（通常）」という。）を用いて積算するものとする。 

ア 当初積算 

（ア）掘削（ＩＣＴ）の施工数量 50,000ｍ3 未満における積算 

当初積算時に計上する施工数量は、官積算工程において必要な施工日数から計上
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割合を設定し、その計上割合により施工数量を計上するものとする。 

ａ ＩＣＴ土工に係る施工日数の算出 

施工数量（ｍ3）を表１－11 に示す作業日当たり標準作業量（ｍ3/日）で除し

た値を施工日数とする。 

なお、施工日数は、小数点第１位を切り上げた整数とする。 

 

表１－11 作業日当たり標準作業量（掘削（ＩＣＴ）［ＩＣＴ建設機械使用割合 100％］） 

土質 施工方法 障害の有無 施工数量 
作業日当たり 

標準作業量 

土砂 
オープンカット 

なし 

5,000 ㎥未満 250 ㎥/日 

5,000 ㎥以上 

10,000 ㎥未満 
290 ㎥/日 

10,000 ㎥以上 

50,000 ㎥未満 
350 ㎥/日 

50,000 ㎥以上 410 ㎥/日 

あり 

5,000 ㎥未満 150 ㎥/日 

5,000 ㎥以上

10,000 ㎥未満 
180 ㎥/日 

10,000 ㎥以上 

50,000 ㎥未満 
230 ㎥/日 

50,000 ㎥以上 270 ㎥/日 

片切掘削 － － 242 ㎥/日 

岩塊・玉石 オープンカット 

なし 

5,000 ㎥未満 190 ㎥/日 

5,000 ㎥以上 

10,000 ㎥未満 
220 ㎥/日 

10,000 ㎥以上 

50,000 ㎥未満 
270 ㎥/日 

50,000 ㎥以上 340 ㎥/日 

あり 

5,000 ㎥未満 120 ㎥/日 

5,000 ㎥以上 

10,000 ㎥未満 
140 ㎥/日 

10,000 ㎥以上 

50,000 ㎥未満 
170 ㎥/日 

50,000 ㎥以上 220 ㎥/日 
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ｂ 計上割合の設定 

ａで求めた施工日数から、表１－12 により計上割合を設定する。 

 

表１－12 施工数量 50,000 ㎥未満における掘削（ＩＣＴ）の計上割合 

施工日数 計上割合 

20 日未満 100％ 

20 日以上 60 日未満 50％ 

60 日以上 25％ 

 

ｃ 施工数量の算出 

ＩＣＴ土工の全施工数量に計上割合を乗じた値を掘削（ＩＣＴ）[ＩＣＴ建機使

用割合 100％]の施工数量とし、全施工数量から掘削（ＩＣＴ）[ＩＣＴ建機使用

割合 100％]の施工数量を引いた値を掘削（通常）の施工数量とする。 

なお、計上割合を乗じた値は四捨五入した数値とし、数位は「土地改良工事数

量算出要領」第１章 適用範囲及び共通事項によるものとする。 

 

（イ）掘削（ＩＣＴ）の施工数量 50,000ｍ3 以上における積算 

当初積算時に計上する施工数量は、従来のＩＣＴ建設機械使用割合とし、全施

工数量の 25％を掘削（ＩＣＴ）[ＩＣＴ建設機械使用割合 100％]により設計書に

計上するものとする。 

ａ 施工数量の算出 

全施工数量に 25％を乗じた値を掘削（ＩＣＴ）[ＩＣＴ建設機械使用割合 100％]

の施工数量とし、全施工数量から掘削（ＩＣＴ）[ＩＣＴ建設機械使用割合 100％]

を引いた値を掘削（通常）の施工数量とする。 

なお、計上割合を乗じた値は四捨五入した数値とし、数位は「土地改良工事数

量算出要領」第１章 適用範囲及び共通事項によるものとする。 
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イ 変更積算 

現場でのＩＣＴ施工の実績により、変更するものとする。 

（ア）ＩＣＴ土工に係るＩＣＴ建設機械稼働率の算出 

ＩＣＴ建設機械による施工日数（使用台数）をＩＣＴ施工に要した全施工日数（Ｉ

ＣＴ建設機械と通常建設機械の延べ使用台数）で除した値をＩＣＴ建設機械稼働率

とする。 

なお、ＩＣＴ建設機械稼働率は、小数点第３位を切り捨て小数点第２位止とする。 

（イ）変更施工数量の算出 

ＩＣＴ土工の全施工数量にＩＣＴ建設機械稼働率を乗じた値を掘削（ＩＣＴ）[Ｉ

ＣＴ建機使用割合 100％]の施工数量とし、全施工数量から掘削（ＩＣＴ）[ＩＣＴ

建機使用割合 100％]を引いた値を掘削（通常）の施工数量とする。ＩＣＴ建設機械

稼働率を乗じた値は四捨五入した数値とし、数位は当初積算に準ずるものとする。 

なお、ＩＣＴ施工は実施しているが、ＩＣＴ建設機械稼働率を算出するための根

拠資料が確認できない場合は、従来のＩＣＴ建設機械使用割合相当とし、全施工数

量の 25％を掘削（ＩＣＴ）[ＩＣＴ建機使用割合 100％]により変更設計書に計上す

るものとする。 

ｃ　施工数量の算出

全施工数量の25％を

掘削（ICT）［建機使用割合100％］で計上

No

a　ICT土工に係る施工日数の算出

Yes

ｂ　掘削（ICT）と掘削（通常）の計上割合の設定

掘削（ICT）の当初積算

施工数量が50,000㎥未満
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（２）掘削（ＩＣＴ）以外 

以下に示す掘削（ＩＣＴ）以外の工種については、ＩＣＴ建設機械の稼働率にかかわ

らず、当該工種に係る全ての数量を対象に算定するものとする。 

① 土工（ＩＣＴ） 

・路体（築堤）盛土（ＩＣＴ） 

・路床盛土（ＩＣＴ） 

② 床掘工（ＩＣＴ） 

③ 法面整形工（ＩＣＴ） 

 

６ ＩＣＴ建設機械経費加算額 

（１）ＩＣＴ建設機械経費賃料加算額 

ＩＣＴ建設機械経費賃料加算額は、地上の基準局・管理局の賃貸費用とし、「４ 施工

パッケージ」に示す機械経費のうち賃料により計上するＩＣＴ建設機械に適用する。加

算額は以下のとおりとする。 

ア 掘削（ＩＣＴ）、床掘（ＩＣＴ）、法面整形（ＩＣＴ） 

対象建設機械：バックホウ（ＩＣＴ施工対応型） 

賃料加算額：13,000 円/日 

イ 路体（築堤）盛土（ＩＣＴ）、路床盛土（ＩＣＴ） 

対象建設機械：ブルドーザ（ＩＣＴ施工対応型） 

賃料加算額：13,000 円/日 

 

 

ICT建機稼働率を用いた施工数量による変更
全施工数量の25％を掘削（ICT）［建機使

用割合100％］の施工数量として変更

No

掘削（ICT）の変更積算

Yes

ICT土工の施工状況の確認

ICT建機稼働率の

確認が可能
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７ その他の経費 

ＩＣＴ建設機械経費等として、以下の各経費を共通仮設費の技術管理費に計上する。 

※３次元起工測量・３次元設計データ作成費については、諸経費込みの価格を「その他」

に計上 

（１）システム初期費 

ＩＣＴ施工用機器の賃貸業者が行う施工業者への取扱説明に要する費用、システム

の初期費用等、貸出しに要する全ての費用は、以下のとおりとする。 

ア 掘削（ＩＣＴ）、床掘工（ＩＣＴ）、法面整形（ＩＣＴ） 

対象建設機械：バックホウ 

費用：598,000 円/式 

イ 路体（築堤）盛土（ＩＣＴ）、路床盛土（ＩＣＴ） 

対象建設機械：ブルドーザ 

費用：548,000 円/式 

 

第４ ３次元出来形管理及び３次元データ納品 

１ 積算方法 

３次元座標を面的に取得し管理する出来形管理技術に要する以下①及び②の費用は、

共通仮設費率及び現場管理費率に補正係数を乗じることにより計上するものとする。 

①３次元出来形管理等の施工管理 

②３次元設計データの納品に係る経費 

なお、３次元座標を面的に取得する出来形管理技術とは、以下の①から④までの技術

をいう。上記費用の対象となる出来形管理は、以下①から④までの技術を用いた出来形

管理又は完成検査直前の工事竣工段階の地形に対する面管理による出来形計測とし、

実施要領に示す。 

その他の出来形管理に係る費用は、共通仮設費率及び現場管理費率に含まれるため、

別途計上は行わない。 

①ＵＡＶ空中写真測量出来形管理技術 

②ＴＬＳ出来形管理技術 

③ＵＡＶレーザー出来形管理技術 

④地上移動体搭載型ＬＳ出来形管理技術 

 

この際、共通仮設費率及び現場管理費率の補正係数は以下のとおりとする。 

共通仮設費率補正係数：1.2 

現場管理費率補正係数：1.1 

※床堀工については出来型管理を行わないため費用は計上しない。 
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２ 費用計上に当たっての留意事項 

(１)３次元座標値を面的に取得する機器を用いた出来形管理及び３次元データ納品

を行う場合は、費用の妥当性を確認することとし、受注者からの見積りにより算出され

る金額が「１ 積算方法」により算出される金額を下回る場合は、見積りにより算出さ

れる金額を積算計上額とする運用とする。 

(２)受注者から見積りの提出がない場合は、３次元出来形管理及び３次元データ納

品に係る費用、外注経費等は計上しないものとする。 

 

第５ 留意事項 

１ ガイドラインに記載する適用範囲に該当しない場合の取扱い  

本要領は、情報通信技術（ＩＣＴ）を活用したモデル工事（以下、「ＩＣＴ活用モデ

ル工事」という。）を対象としたものであるため、ＩＣＴ活用モデル工事以外での適用

はできないものとする。 

 

２ 発注者指定型における積算方法 

発注者は、発注に際して本要領に基づく積算を実施するものとする。情報化施工技術

活用の対象項目及び対象範囲の追加や変更について、受注者から発注者に提案、協議を

行い協議が整った場合には、設計変更の対象とし、本要領に基づく積算に落札率を乗じ

た価格により契約変更を行うものとする。 

 

３ 受注者希望型における積算方法 

発注者は、発注に際して積算基準（従来基準）に基づく積算を行い発注するものとす

るが、契約後の協議において受注者からの提案により情報化施工技術を活用すること

となった場合には、情報化施工技術を活用する項目について設計変更の対象とし、本要

領に基づく積算に落札率を乗じた価格により契約変更を行うものとする。 
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第２章 ほ場整備工  

 

第１ ３次元起工測量 

１ 積算方法  

３次元起工測量については、従来の起工測量に係る費用が共通仮設費率に含まれて

いることから、３次元起工測量と従来の起工測量のそれぞれについて歩掛見積り（諸経

費込み）を徴取して費用を算定し、両者の差額を工事価格に一括計上するものとする。 

 

第２ 基本設計データ又は３次元設計データの作成 

１ 積算方法  

基本設計データ又は３次元設計データの作成に要する費用は、歩掛見積り（諸経費込

み）を徴取して費用を算定し、工事価格に一括計上するものとする。 

 

第３ ＩＣＴ建設機械による施工 

１ 積算方法の概要  

土地改良事業等工事等積算基準(以下「積算基準」という。) に基づき、歩掛見積り

を徴取し積算する。 

２ ＩＣＴ建設機械経費  

ＩＣＴ建設機械経費は、地上の基準局・管理局の賃貸費用とし、次の経費を直接工事

費に計上する。 

（１）ＭＣ/ＭＧブルドーザ技術 

ＩＣＴ建設機械経費(円/式)＝ＭＣ/ＭＧブルドーザ技術機械経費(円/日) × 施工数量(ha)
日当たり標準作業量(ha/日 

※１ ＭＣ/ＭＧブルドーザ技術機械経費及び日当たり標準作業量は見積りを徴取する。 

 

（２）ＭＣ/ＭＧバックホウ技術 

ＩＣＴ建設機械経費(円/式)＝ＭＣ/ＭＧバックホウ技術機械経費(円/日) × 施工数量(ha)
日当たり標準作業量(ha/日 

※１ ＭＣ/ＭＧバックホウ技術機械経費及び日当たり標準作業量は見積りを徴取する。 

３ その他の経費 

ＩＣＴ建設機械経費等として、以下の各経費を共通仮設費の技術管理費に計上する。 

※３次元起工測量・３次元設計データ作成費については、諸経費込みの価格を「その

他」に計上 
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（１）システム初期費 

ＩＣＴ施工用機器の賃貸業者が行う施工業者への取扱説明に要する費用、システ

ムの初期費用等、貸出しに要する全ての費用は、以下のとおりとする。 

ア ＭＣ/ＭＧブルドーザ技術 

対象建設機械：ブルドーザ 

費用：見積りにより計上する 

イ ＭＣ/ＭＧバックホウ 

対象建設機械：バックホウ 

費用：見積りにより計上する 

 

第４ ３次元出来形管理及び３次元データ納品 

１ 積算方法 

３次元座標を面的に取得し管理する出来形管理技術に要する以下①及び②の費用は、

共通仮設費率及び現場管理費率に補正係数を乗じることにより計上するものとする。 

① ３次元出来形管理等の施工管理 

② ３次元設計データの納品に係る経費  

 

なお、３次元座標を面的に取得する出来形管理技術とは、以下の①から④までの技術

をいう。上記費用の対象となる出来形管理は、以下①から④までの技術を用いた出来形

管理又は完成検査直前の工事竣工段階の地形に対する面管理による出来形計測とし、

実施要領に示すその他の出来形管理に係る費用は、共通仮設費率及び現場管理費率に

含まれるため、別途計上は行わない。 

① ＵＡＶ空中写真測量出来形管理技術 

② ＴＬＳ出来形管理技術 

③ ＵＡＶレーザー出来形管理技術 

④ 地上移動体搭載型ＬＳ出来形管理技術 

 

この際、共通仮設費率及び現場管理費率の補正係数は以下のとおりとする。 

共通仮設費率補正係数：1.2 

現場管理費率補正係数：1.1 
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２ 費用計上に当たっての留意事項 

（１）３次元座標値を面的に取得する機器を用いた出来形管理及び３次元データ納品を

行う場合は、費用の妥当性を確認することとし、受注者からの見積りにより算出される金

額が「１ 積算方法」により算出される金額を下回る場合は、見積りにより算出される金

額を積算計上額とする運用とする。 

（２）受注者から見積りの提出がない場合は、３次元出来形管理及び３次元データ納品に

係る費用、外注経費等は計上しないものとする。 

 

第５ 留意事項 

１ ガイドラインに記載する適用範囲に該当しない場合の取扱い  

本要領は、情報通信技術（ＩＣＴ）を活用したモデル工事（以下、「ＩＣＴ活用モデ

ル工事」という。）を対象としたものであるため、ＩＣＴ活用モデル工事以外での適用

はできないものとする。 

 

２ 発注者指定型における積算方法 

発注者は、発注に際して本要領に基づく積算を実施するものとする。情報化施工技術

活用の対象項目及び対象範囲の追加や変更について、受注者から発注者に提案、協議を

行い協議が整った場合には、設計変更の対象とし、本要領に基づく積算に落札率を乗じ

た価格により契約変更を行うものとする。 

 

３ 受注者希望型における積算方法 

発注者は、発注に際して積算基準（従来基準）に基づく積算を行い発注するものとす

るが、契約後の協議において受注者からの提案により情報化施工技術を活用すること

となった場合には、情報化施工技術を活用する項目について設計変更の対象とし、本要

領に基づく積算に落札率を乗じた価格により契約変更を行うものとする。 
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第３章 舗装工 

 

第１ ３次元起工測量 

１ 積算方法  

３次元起工測量については、従来の起工測量に係る費用が共通仮設費率に含まれて

いることから、３次元起工測量と従来の起工測量のそれぞれについて歩掛見積り（諸経

費込み）を徴取して費用を算定し、両者の差額を工事価格に一括計上するものとする。 

 

第２ 基本設計データ又は３次元設計データの作成 

１ 積算方法 

基本設計データ又は３次元設計データの作成に要する費用は、歩掛見積り（諸経費込

み）を徴取して費用を算定し、工事価格に一括計上するものとする。 

 

第３ ＩＣＴ建設機械による施工 

１ 積算方法の概要 

積算に当たっては、ＩＣＴ施工パッケージ型積算基準により積算するものとする。 

なお、現場条件により、ＩＣＴ施工パッケージ型積算基準に示すＩＣＴ建設機械の規

格よりも小さいＩＣＴ建設機械を用いる場合は、施工パッケージ型積算基準によらず、

見積りを活用し積算することとする。 

 

２ ＩＣＴ施工パッケージ型積算基準の適用範囲 

ＩＣＴによるアスファルト舗装及びコンクリート舗装工事の路盤工（瀝青安定処理

路盤を除く。）に適用する 

（１）適用できる範囲 

・３Ｄ-ＭＣモータグレーダによる新設道路の車道部の施工 

・３Ｄ-ＭＣモータグレーダによる路盤・路床面等の不陸整正 

・３Ｄ-ＭＣモータグレーダによる１層当たりの仕上がり厚さが 20cm までの下層路盤 

・３Ｄ-ＭＣモータグレーダによる舗装構成が車道部と同じ場合の路肩部の路盤 

・３Ｄ－ＭＣモータグレーダによる施工幅が 3.1m 以上の路盤 

（２）適用できない範囲 

・３Ｄ-ＭＣモータグレーダ以外による施工 

・共用部で通行規制を伴う車道部の施工 

・歩道部の施工 
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３ 施工フロー 

 

※１ 本施工パッケージで対応しているのは、二重実線部分のみである。 

※２ 不陸整正（敷均し・締固め）は、必要に応じて計上する。 

※３ 下層路盤工（下層路盤（車道・路肩部）（ＩＣＴ））は、凍上抑制層の施工にも適 

 

４ 施工パッケージ 

（１）不陸整正（ＩＣＴ） 

ア 条件区分 

条件区分は、表３－１を標準とする。 

 

表３－１ 不陸整正（ＩＣＴ）積算条件区分一覧 
（積算単位：㎡） 

補足材料の有無 補足材料平均厚さ 補足材料 
無し － － 
有り （表３－２） （表３－３） 

※１ 上表は、路盤・路床面等の不陸整正（補足材料がある場合も含む。）等、その施工に

必要な全ての機械・労務・材料費（損料等を含む。）を含む。 

※２ 補足材料の材料ロスを含む。（標準ロス率は＋0.27） 
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表３－２ 補足材料平均厚さ          表３－３ 補足材料 
積算条件 区分 

補足材料 
平均厚さ 

1mm以上 6mm未満 
6mm以上 11mm未満 

11mm以上 16mm未満 
16mm以上 22mm未満 
22mm以上 28mm未満 
28mm以上 34mm未満 
34mm以上 40mm未満 
40mm以上 46mm未満 
46mm以上 53mm未満 
53mm以上 60mm未満 
60mm以上 68mm未満 
68mm以上 75mm未満 

 
イ 代表機労材規格 

表３－４に示す機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的

な規格である。 

 

表３－４ 不陸整正（ＩＣＴ）代表機労材規格一覧 
項目 代表機労材規格 備考 

機械 

K1 
ＩＣＴ建設機械経費賃料加算額（モータグレ

ーダ） 
賃料 

K2 
モータグレーダ［土工用・排出ガス対策型

（2014年規制）］ブレード幅 3.1m 
賃料 

K3 
ロードローラ［マカダム・超低騒音型・排出

ガス対策型（2014年規制）］運転質量 10ｔ 
賃料 

労務 

R1 運転手（特殊）  
R2 普通作業員  
R3 土木一般世話役  
R4 －  

材料 
Z1 軽油 パトロール軽油  
Z2 再生クラッシャラン RC-40 補足材料有りの場合 
Z3   

積算条件 区分 

補足材料 

切込砂利 40mm級 
切込砕石 40mm級 
再生骨材 40mm級 
補足材料 (各種) 
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Z4   
市場単価 S   

※１ ＩＣＴ建設機械経費賃料加算額（モータグレーダ）は、建設機械に取り付ける各種機

器及び地上の基準局・管理局の賃貸費用である。 

 

（２）下層路盤(車道・路肩部)（ＩＣＴ） 

ア 条件区分 

条件区分は、表３－５を標準とする。 

 

表３－５ 下層路盤（車道・路肩部）（ＩＣＴ）積算条件区分一覧 
（積算単位：㎡） 

全仕上がり層 施工区分 材料 

実数入力 

１層施工 

表３－６ 

２層施工 
３層施工 
４層施工 
５層施工 
６層施工 

※１ 上表は、車道部及び路肩部の下層路盤（凍上抑制層がある場合も含む。）の路盤材敷
均し・締固めのほか、散水、振動ローラによる補助作業等、その施工に必要な全ての機 
械・労務・材料費（損料等を含む。）を含む。 
※２ 施工区分は、１層当たりの仕上がり層を 20cm として施工層数を算出し決定する。 
なお、施工層数は小数点以下を切り上げるものとする。 
（例：全仕上がり厚さが 500mm の場合 500mm÷200mm=2.5 → ３層施工） 
※３ 路盤材の材料ロスを含む。（標準ロス率は＋0.27） 
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表３－６ 材料 
積算条件 区分 

材料 

切込砂利 40mm級 
切込砕石 40mm級 
再生骨材 40mm級 
切込砂利 80mm級 
切込砕石 80mm級 
再生骨材 80mm級 
砂 
火山灰 
路盤材(各種) 

 

イ 代表機労材規格 

表３－７に示す機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的

な規格である。 

 

表３－７ 下層路盤（車道・路肩部）（ＩＣＴ）代表機労材規格一覧 
項目 代表機労材規格 備考 

機械 

K1 
ＩＣＴ建設機械経費賃料加算額（モータグレ

ーダ） 
賃料 

K2 
モータグレーダ［土工用・排出ガス対策型

（2014年規制）］ブレード幅 3.1m 
賃料 

K3 
ロードローラ［マカダム・超低騒音型・排出

ガス対策型（2014年規制）］運転質量 10ｔ 
賃料 

労務 

R1 運転手（特殊）  
R2 普通作業員  
R3 土木一般世話役  
R4 －  

材料 

Z1 クラッシャラン C-40  
Z2 軽油 パトロール軽油  
Z3   
Z4   

市場単価 S   
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６ ＩＣＴ建設機械経費加算額 

（１）ＩＣＴ建設機械経費賃料加算額 

ＩＣＴ建設機械経費賃料加算額は、地上の基準局・管理局の賃貸費用とし、「４ 施工

パッケージ」に示すＩＣＴ建設機械に適用する。加算額は以下のとおりとする。 

不陸整正（ＩＣＴ）、下層路盤（車道・路肩部）（ＩＣＴ） 

対象建設機械：モータグレーダ 

賃料加算額：49,000 円/日 

 

７ その他の経費 

ＩＣＴ建設機械経費等として、以下の各経費を共通仮設費の技術管理費に計上する。 

※３次元起工測量・３次元設計データ作成費については、諸経費込みの価格を「その他」

に計上 

（１）システム初期費 

ＩＣＴ施工用機器の賃貸業者が行う施工業者への取扱説明に要する費用、システム

の初期費用等、貸出しに要する全ての費用は、以下のとおりとする。 

ア 不陸整正（ＩＣＴ）、下層路盤（車道・路肩部）（ＩＣＴ） 

対象建設機械：モータグレーダ 

費用：623,000 円/式 

 

第４ ３次元出来形管理及び３次元データ納品 

１ 積算方法 

３次元座標を面的に取得し管理する出来形管理技術に要する以下①及び②の費用は、

共通仮設費率及び現場管理費率に補正係数を乗じることにより計上するものとする。 

① ３次元出来形管理等の施工管理 

② ３次元設計データの納品に係る経費 

なお、３次元座標を面的に取得する出来形管理技術とは、以下①の技術をいう。上記

費用の対象となる出来形管理は、以下の技術を用いた出来形管理又は完成検査直前の

工事竣工段階の地形に対する面管理による出来形計測とし、実施要領に示すその他の

出来形管理に係る費用は、共通仮設費率及び現場管理費率に含まれるため、別途計上は

行わない。 

①  TLS 出来形管理技術 

 

この際、共通仮設費率及び現場管理費率の補正係数は以下のとおりとする。 

共通仮設費率補正係数：1.2 

現場管理費率補正係数：1.1 
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２ 費用計上に当たっての留意事項 

(１)３次元座標値を面的に取得する機器を用いた出来形管理及び３次元データ納品

を行う場合は、費用の妥当性を確認することとし、受注者からの見積りにより算出され

る金額が「１ 積算方法」により算出される金額を下回る場合は、見積りにより算出さ

れる金額を積算計上額とする運用とする。 

(２)受注者から見積りの提出がない場合は、３次元出来形管理及び３次元データ納

品に係る費用、外注経費等は計上しないものとする。 

 

第５ 留意事項 

１ ガイドラインに記載する適用範囲に該当しない場合の取扱い  

本要領は、情報通信技術（ＩＣＴ）を活用したモデル工事（以下、「ＩＣＴ活用モデ

ル工事」という。）を対象としたものであるため、ＩＣＴ活用モデル工事以外での適用

はできないものとする。 

 

２ 発注者指定型における積算方法 

発注者は、発注に際して本要領に基づく積算を実施するものとする。情報化施工技術

活用の対象項目及び対象範囲の追加や変更について、受注者から発注者に提案、協議を

行い協議が整った場合には、設計変更の対象とし、本要領に基づく積算に落札率を乗じ

た価格により契約変更を行うものとする。 

 

３ 受注者希望型における積算方法 

発注者は、発注に際して積算基準（従来基準）に基づく積算を行い発注するものとす

るが、契約後の協議において受注者からの提案により情報化施工技術を活用すること

となった場合には、情報化施工技術を活用する項目について設計変更の対象とし、本要

領に基づく積算に落札率を乗じた価格により契約変更を行うものとする。 
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第４章 暗渠排水工  

 

第１ ３次元起工測量 

１ 積算方法 

３次元起工測量については、従来の起工測量に係る費用が共通仮設費率に含まれて

いることから、３次元起工測量と従来の起工測量のそれぞれについて歩掛見積り（諸経

費込み）を徴取して費用を算定し、両者の差額を工事価格に一括計上するものとする。 

 

第２ 基本設計データ又は３次元設計データの作成 

１ 積算方法 

基本設計データ又は３次元設計データの作成に要する費用は、歩掛見積り（諸経費込

み）を徴取して費用を算定し、工事価格に一括計上するものとする。 

 

第３ ＩＣＴ建設機械による施工 

１ 適用範囲 

以下の範囲のバックホウによる暗渠排水溝掘削作業に適用する。 

 従来型バケットの場合 ：平均掘削深 0.6～1.5ｍ 

スリム型バケットの場合：平均掘削深 0.6～1.3ｍ 

掘削深 1.5ｍを超える場合は適用できない。 

 

２ 施工概要 

施工フローは、次図を標準とする。 

 

（注1） 本歩掛で対応しているのは、実線部分のみである。 

 

 

 

 

 

 



 

31 
 

３ 機種の選定 

機械・規格は、次表を標準とする。 

表 3－1 機種の選定 

バケット区分 機械名 規 格 摘 要 

従来型 内法勾配 1：0.136 
バックホウ 

クローラ型 

標準型・排出ガス対策型（2014 規制）（暗渠

排水溝掘削用バケット付） 

山積 0.5 ㎥（平積 0.4 ㎥） 

 
スリム型 内法勾配 1：0.10 以下 

（注 1）バックホウ（暗渠排水溝掘削用バケット付）賃料は、バックホウ（クローラ

型）賃料と同額とする。 

 

４ 施工歩掛  

暗渠排水溝掘削歩掛は、次表を標準とする。 

表 4－1 暗渠排水溝掘削歩掛          （100ｍ当り） 

バケット区分 従来型 スリム型 

平均掘削深（ｍ） 0.6～

1.1 

1.2～

1.5 

0.6～

1.1 

1.2～

1.3 名 称 規 格 単位 作業条件  

バックホウ 

ｸﾛｰﾗ型運転 

標準型・排出ガス対策型（2014

規制）（暗渠排水溝掘削用バケ

ット付） 

山積 0.5 ㎥（平積 0.4 ㎥） 

日 

標 準 0.24 0.28 0.27 0.32 

障害あり 0.31 0.37 0.35 0.42 

普通作業員  人 
標 準 0.17 0.20 0.16 0.19 

障害あり 0.23 0.27 0.21 0.25 

（注 1）障害ありとは、過湿等により地盤状態が悪い又は、転石混じり・固い地盤

等により連続した作業が期待できない場合である。スリム型において、岩塊・玉

石・埋木等で掘削作業ができない場合又は、断面確保ができない場合は機種変更を

考慮すること。 

（注 2）普通作業員は、掘削後の不陸均し、崩落土砂の排除等のための労務である。 
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５ 単価表  

（１）暗渠排水溝掘削 100ｍ当り単価表 

名 称 規 格 単位 数 量 摘 要 

バックホウ 

ｸﾛｰﾗ型運転 

標準型・排出ガス対策型（2014 規制）（暗渠排

水溝掘削用バケット付） 

山積 0.5 ㎥（平積 0.4 ㎥） 

日  表 4－1 

ICT 建設機械

経費加算額 
MC/MG バックホウ技術機械経費 日  〃 

普通作業員  人  〃 

計     

 

（２）機械運転単価表 

機械名 規 格 区 分 単 位 数 量 摘 要 

バックホウ 

ｸﾛｰﾗ型 

標準型・排出ガス対策型（2014

規制）（暗渠排水溝掘削用バケッ

ト付） 

山積 0.5 ㎥（平積 0.4 ㎥） 

運転手(特殊) 人 1.00  

軽 油 L 64 11L/h×T 

賃 料 供用日 1.50 
建設機械等損

料表(5)/(4) 

ICT建設機械

経費加算額 

MC/MG バックホウ技術 

機械経費 
賃 料 供用日 1.50 

建設機械等損

料表(5)/(4) 

 

６ ＩＣＴ建設機械経費加算額  

ＩＣＴ建設機械経費賃料加算額 

建設機械に取り付ける各種機器及び地上の基準局・管理局の賃貸費用は、以下のとおり

とする。 

バックホウ： 41,000 円／日 

ただし、実際に要した費用との比較を行い、乖離が大きい(±20%を目安とする)場合は

適切な費用計上を行うこと。 
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７ その他の経費  

ＩＣＴ建設機械経費等として、以下の各経費を共通仮設費の技術管理費に計上する。 

※３次元起工測量・３次元設計データ作成費については、諸経費込みの価格を「その他」

に計上 

（１）システム初期費 

ＩＣＴ施工用機器の賃貸業者が行う施工業者への取扱説明に要する費用、システム

の初期費用等、貸出しに要する全ての費用は、以下のとおりとする。 

暗渠排水（ＩＣＴ） 

対象機械：バックホウ  

費用：598,000 円／式 

ただし、実際に要した費用との比較を行い、乖離が大きい(±20%を目安とする)場合

は適切な費用計上を行うこと。 

 

第４ ３次元出来形管理及び３次元データ納品  

１ 積算方法 

断面管理及び施工履歴データを用いた面管理に要する３次元出来形管理等の施工管

理及び３次元設計データの納品に係る経費の費用は、共通仮設費率及び現場管理費率

に含まれるため、別途計上は行わない。 

 

第５ 留意事項 

１ ガイドラインに記載する適用範囲に該当しない場合の取扱い  

本要領は、情報通信技術（ＩＣＴ）を活用したモデル工事（以下、「ＩＣＴ活用モデ

ル工事」という。）を対象としたものであるため、ＩＣＴ活用モデル工事以外での適用

はできないものとする。 

 

２ 発注者指定型における積算方法 

発注者は、発注に際して本要領に基づく積算を実施するものとする。情報化施工技術

活用の対象項目及び対象範囲の追加や変更について、受注者から発注者に提案、協議を

行い協議が整った場合には、設計変更の対象とし、本要領に基づく積算に落札率を乗じ

た価格により契約変更を行うものとする。 

 

３ 受注者希望型における積算方法 

発注者は、発注に際して積算基準（従来基準）に基づく積算を行い発注するものとす

るが、契約後の協議において受注者からの提案により情報化施工技術を活用すること

となった場合には、情報化施工技術を活用する項目について設計変更の対象とし、本要

領に基づく積算に落札率を乗じた価格により契約変更を行うものとする。 
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第５章 小規模土工 

 

第１ ３次元起工測量  

１ 積算方法  

３次元起工測量については、従来の起工測量に係る費用が共通仮設費率に含まれて

いることから、３次元起工測量と従来の起工測量のそれぞれについて歩掛見積り（諸経

費込み）を徴取して費用を算定し、両者の差額を工事価格に一括計上するものとする。 

 

第２ 基本設計データ又は３次元設計データの作成  

１ 積算方法 

基本設計データ又は３次元設計データの作成に要する費用は、歩掛見積り（諸経費込

み）を徴取して費用を算定し、工事価格に一括計上するものとする。 

 

第３ ＩＣＴ建設機械による施工 

１ 積算方法 

（１）１箇所当り施工土量が 1,000ｍ3 未満 

土工量 1000ｍ3 未満のＩＣＴによる土工（以下、「土工（1000ｍ3 未満）（ＩＣＴ）」と

いう。）においては、土地改良工事積算基準（土木工事）（以下「積算基準」という。）に

基づき、積算するものとする。 

土工（1000ｍ3 未満）（ＩＣＴ）の積算で使用するＩＣＴ建設機械の機械経費は、表 11

－１のとおりとする。 

なお、損料については、最新の「土地改良事業等一般機械損料算定表」によるものとす

る。 

現場条件によって表 11－１に示すＩＣＴ建設機械の規格によらない場合は、第１章 土

工に準ずることができる。 

 

表 11－１ 機械経費（土工（1000㎥未満）（ＩＣＴ）） 
ＩＣＴ建設機械名 規格 機械経費 備考 

バックホウ 
（クローラ型） 

［後方超小旋回型・超低騒音型

排出ガス対策型（第３次基準

値）］山積 0.45㎥（平積 0.35㎥） 
損料にて計上 

ＩＣＴ建設機械

経費加算額は別

途計上 
 

（２）１箇所当り施工土量が 100ｍ3 以下、又は 100ｍ3 以上で現場が狭隘な場合（平均

施工幅１ｍ未満） 

１箇所当り施工土量が 100ｍ3 以下、又は 100ｍ3 以上で現場が狭隘な場合（平均施工

幅１ｍ未満）（以下、「小規模土工（ＩＣＴ）」という。）においては、積算基準に示す施工
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パッケージ型積算基準に基づき積算するものとし、バックホウを用いて行う下記のいず

れかに該当する小規模な土工に適用する。 

・１箇所当り施工土量が 100ｍ3 以下の掘削、積込み及びそれらに伴う運搬作業 

・１箇所当り施工土量が100ｍ3程度まで又は平均施工幅１ｍ未満の床掘り作業とそれに伴

う埋戻し、舗装版破砕積込（舗装厚5ｃｍ以内）及び運搬作業 

また、適用土質は、土砂（砂及び砂質土、粘性土、礫質土）とする。 

なお、「１箇所当り」とは目的物（構造物・掘削物）１箇所当りのことであり、目的物

が連続している場合は、連続している区間を１箇所とする。 

小規模土工（ＩＣＴ）の積算で使用するＩＣＴ建設機械の機械経費は、表 11－２のと

おりとする。 

なお、損料については、最新の「土地改良事業等一般機械損料算定表」によるものとす

る。 

表 11－２ 機械経費（小規模土工（ＩＣＴ）） 
作業の種類 作業の内容 機械名 規格 備考 
掘削積込 
積込み 

標準 バックホウ 
（クローラ型） 

標準型・排出ガス対策型

（第２次基準値） 
山積 0.28㎥（平積 0.2㎥） 

ＩＣＴ建設機

械経費加算額

は別途計上 
標準以外 小型バックホウ 

（クローラ型） 
標準型・排出ガス対策型

（第２次基準値） 
山積 0.13㎥（平積 0.1㎥） 

ＩＣＴ建設機

械経費加算額

は別途計上 
舗装版破砕

積込 
－ バックホウ 

（クローラ型） 
標準型・排出ガス対策型

（第２次基準値） 
山積 0.13㎥（平積 0.1㎥） 

ＩＣＴ建設機

械経費加算額

は別途計上 
床堀り 施工幅１ｍ

未満 
バックホウ 
（クローラ型） 

後方超小旋回型・排出ガス

対策型（第２次基準値） 
山積 0.28㎥（平積 0.2㎥） 

ＩＣＴ建設機

械経費加算額

は別途計上 
埋戻し － バックホウ 

（クローラ型） 
後方超小旋回型・排出ガス

対策型（第２次基準値） 
山積 0.28㎥（平積 0.2㎥） 

はねつけ 
ＩＣＴ建設機

械経費加算額

は別途計上 
タンパ及びランマ 質量 60～80ｋｇ 締固め 

運搬 － ダンプトラック オンロード・ディーゼル 
4ｔ積級 

バックホウ山

積 0.28㎥
（平積 0.2
㎥）の場合 
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ダンプトラック オンロード・ディーゼル 
2ｔ積級 

バックホウ山

積 0.13㎥
（平積 0.1
㎥）の場合 

 
２ ＩＣＴ建設機械経費加算額 

ＩＣＴ建設機械経費損料加算額 

ＩＣＴ建設機械経費損料加算額は、建設機械に取り付ける各種機器及び地上の基準

局・管理局の賃貸費用とし、「３ 機械経費」に示す機械経費のうち損料により計上する

ＩＣＴ建設機械に適用する。加算額は「土工（1000ｍ3未満）（ＩＣＴ）」、「小規模土工

（ＩＣＴ）」のいずれにおいても下記のとおりとする。 

対象建設機械：バックホウ 

損料加算額：5,470 円/日 

 

３ その他の経費 

ＩＣＴ建設機械経費等として、以下の経費を共通仮設費の技術管理費に計上する。

「土工（1000ｍ3未満）（ＩＣＴ）」、「小規模土工（ＩＣＴ）」のいずれにおいても以下の

とおりとする。 

 

・システム初期費 

ＩＣＴ施工用機器の賃貸業者が行う施工業者への取扱説明に要する費用、システ

ムの初期費用等、貸出しに要する全ての費用は、以下のとおりとする。 

対象建設機械：バックホウ 

費用：ＩＣＴ建設機械経費損料加算額に含む 

 

第４ ３次元出来形管理及び３次元データ納品 

１ 積算方法 

原則、断面管理にて出来形管理を実施するため、標記経費は計上しない。ただし、「土

工（1000ｍ3未満）（ＩＣＴ）」の場合、受発注者協議の上、面管理にて出来形管理を実

施する場合は、必要額を適正に積み上げるものとする。 
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第５ 留意事項 

１ ガイドラインに記載する適用範囲に該当しない場合の取扱い 

本要領は、情報通信技術（ＩＣＴ）を活用したモデル工事（以下、「ＩＣＴ活用モデ

ル工事」という。）を対象としたものであるため、ＩＣＴ活用モデル工事以外での適用

はできないものとする。 

 

２ 発注者指定型における積算方法 

発注者は、発注に際して本要領に基づく積算を実施するものとする。情報化施工技術

活用の対象項目及び対象範囲の追加や変更について、受注者から発注者に提案、協議を

行い協議が整った場合には、設計変更の対象とし、本要領に基づく積算に落札率を乗じ

た価格により契約変更を行うものとする。 

 

３ 受注者希望型における積算方法 

発注者は、発注に際して積算基準（従来基準）に基づく積算を行い発注するものとす

るが、契約後の協議において受注者からの提案により情報化施工技術を活用すること

となった場合には、情報化施工技術を活用する項目について設計変更の対象とし、本要

領に基づく積算に落札率を乗じた価格により契約変更を行うものとする。 
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第６章 営農用水掘削 

 

第１ ３次元起工測量 

１ 積算方法  

３次元起工測量については、従来の起工測量に係る費用が共通仮設費率に含まれて

いることから、３次元起工測量と従来の起工測量のそれぞれについて歩掛見積り（諸経

費込み）を徴取して費用を算定し、両者の差額を工事価格に一括計上するものとする。 

 

第２ 基本設計データ又は３次元設計データの作成 

１ 積算方法 

基本設計データ又は３次元設計データの作成に要する費用は、歩掛見積り（諸経費込

み）を徴取して費用を算定し、工事価格に一括計上するものとする。 

 

第３ ＩＣＴ建設機械による施工 

○営農用水管路機械掘削 ICT（ほ場部） 

１ 適用範囲  

本資料は、畑地かんがい施設工事及び営農飲雑用水施設工事の管路をバックホウに

より掘削する作業に適用する。 

 

２ 機種の選定 

機械・規格は、次表を標準とする。 

表 2－1 施工機械 

機 械 名 規 格 摘 要 

バックホウ（クローラ型）         
後方超小旋回型・排出ガス対策型 

（第 2次基準値）山積 0.45 ㎥（平積 0.35 ㎥） 
 

 

３ 施工歩掛 

（１） 掘削 

営農用水管路機械掘削は、次表を標準とする。 

表 3－1 営農用水管路機械掘削歩掛      （100 ㎥当り） 

機 械 名 規 格 単 位 作業条件 数 量 備 考 

バックホウ 

（クローラ型） 

後方超小旋回型・排出ガス対策型 

（第 2 次基準値） 

山積 0.45 ㎥（平積 0.35 ㎥） 

日 
標準 0.76 

 
障害あり 0.99 

（注 1） 障害ありとは、過湿等により地盤状態が悪いまたは、転石混じり・固い地盤等

により連続した作業が期待できない場合である。岩塊・玉石・埋木等で掘削作業ができな

い場合または、断面確保ができない場合は機種変更を考慮すること。 
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（２） 床均し 

表 3－2 床均し歩掛         （100 ㎡当り） 

名 称 単位 数 量 摘 要 

普 通 作 業 員 人 2.8  

 

３ 単価表 

（１）営農用水管路機械掘削 100ｍ当り単価表 

名 称 規 格 単位 数 量 摘 要 

バ ッ ク ホ ウ 

ｸ ﾛ ｰ ﾗ 型 運 転 

後方超小旋回型・排出ガス対策型 

（第 2次基準値） 

山積 0.45 ㎥（平積 0.35 ㎥） 

日  表 3－1 

ＩＣＴ建設機械

経 費 加 算 額 
ＭＣ／ＭＧバックホウ技術機械経費 日  〃 

普 通 作 業 員  人  表 3－2 

計     

 

（２）機械運転単価表 

機械名 規 格 区 分 単位 数量 摘 要 

バックホウ 

(クローラ型) 

後方超小旋回型・排出ガス対策型 

（第 2 次基準値） 

山積 0.45 ㎥（平積 0.35 ㎥） 

運転手（特殊） 人 1.00  

軽 油 Ｌ 50 8.6L／h×Ｔ 

賃 料 供用日 1.50 
建設機械等損料表

(5)／(4) 

ＩＣＴ建設機械

経費加算額 

ＭＣ／ＭＧバックホウ技術機械経

費 
賃 料 供用日 1.50 

建設機械等損料表

(5)／(4) 

 

○営農用水管路機械掘削 ICT（道路部） 

１ 適用範囲 

本資料は、道路部分において、営農飲雑用水施設工事の管路をバックホウにより、掘

削する作業に適用する。 

 

２ 機種の選定 

機械・規格は、次表を標準とする。 

表 2－1 施工機械 

機 械 名 規 格 摘 要 

バックホウ（クローラ型）         

後方超小旋回型・排出ガス対策型 

（第 2次基準値）山積 0.28 ㎥（平積 0.2 ㎥） 
 

後方超小旋回型・排出ガス対策型 

（第 2次基準値）山積 0.45 ㎥（平積 0.35 ㎥） 
 

（注1） バックホウは、賃料とする。 
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３ 施工歩掛 

（１） 掘削 

営農用水管路機械掘削は、次表を標準とする。 

 

        表 3－1 営農用水管路機械掘削歩掛        （100 ㎥当り） 
掘削種別 条件区分 機 械 名 規 格 単 位 作業条件 数 量 

Ａ 

素掘掘削 

掘削勾配 90° 

バックホウ             

（クローラ型） 

後方超小旋回型・排出ガス対策型 

（第 2 次基準値）山積 0.28 ㎥

（平積 0.2 ㎥） 

日 

標準 2.80 

障害あり 3.64 

土留掘削 

（矢板） 

標準 2.80 

障害あり 3.64 

Ｂ 

素掘掘削 

掘削勾配 

1:0.3 以上 

後方超小旋回型・排出ガス対策型 

（第 2 次基準値）山積 0.45 ㎥（平

積 0.35 ㎥） 

標準 0.91 

障害あり 1.18 

（注 1） 障害ありとは、過湿等により地盤状態が悪いまたは、転石混じり・固い地盤等により連続

した作業が期待できない場合である。岩塊・玉石・埋木等で掘削作業ができない場合また

は、断面確保ができない場合は機種変更を考慮すること。 

（注 2） たて込み簡易土留の掘削は、「Ｒ～2110 たて込み簡易土留工」による。 

 

（２）土留方式による掘削補助労務 

土留・仮締切方式により掘削作業を行う場合、土留材等に付着する土（土べら）落とし、

腹起し・切梁等により機械掘削ができない箇所の人力掘削及び小規模な湧水処理等の作

業のため、掘削補助として次表の普通作業員を計上する。 

表 3－2 掘削補助労務           （100 ㎥当り） 

土留方式 名 称 単位 数 量 

切梁腹起方式 普通作業員 人 0.9 

（３） 床均し 

表 3－3 床均し歩掛            （100 ㎡当り） 

名 称 単位 数 量 摘 要 

普通作業員 人 2.8  
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４ 単価表 

（１） 営農用水管路機械掘削（掘削種別Ａ）           100 ㎥当り単価表 

名 称 規 格 単位 数 量 摘 要 

バ ッ ク ホ ウ 

ｸ ﾛ ｰ ﾗ 型 運 転 

後方超小旋回型・排出ガス対策型 

（第 2次基準値）山積 0.28 ㎥（平積 0.2 ㎥） 
日  表 3－1 

ＩＣＴ建設機

械経費加算額 
ＭＣ／ＭＧバックホウ技術機械経費 日   〃 

普 通 作 業 員  人  表 3－3 

計     

 

（２） 営農用水管路機械掘削（掘削種別Ｂ）100 ㎥当り単価表 

名 称 規 格 単位 数 量 摘 要 

バ ックホウ 

ｸ ﾛ ｰ ﾗ型運転 

後方超小旋回型・排出ガス対策型 

（第 2 次基準値）山積 0.45 ㎥（平積 0.35 ㎥） 
日  表 3－1 

ＩＣＴ建設機

械経費加算額 
ＭＣ／ＭＧバックホウ技術機械経費 日   〃 

普 通作業員 掘削補助 人  
表 3－2 

土留方式の場合 

普通作業員  人  表 3－3 

計     

 

（３） 機械運転単価表  

機械名 規 格 区 分 単位 数 量 摘 要 

バックホウ 

(クローラ型) 

後方超小旋回型・排出ガス対策型 

（第 2 次基準値）山積 0.28 ㎥（平

積 0.2 ㎥） 

運転手（特殊） 人 1.00  

軽 油 Ｌ 34 5.9L／h×Ｔ 

賃 料 供用日 1.50 
建設機械等損料

表(5)／(4) 

バックホウ 

(クローラ型) 

後方超小旋回型・排出ガス対策型 

（第 2 次基準値）山積 0.45 ㎥（平

積 0.35 ㎥） 

運転手（特殊） 人 1.00  

軽 油 Ｌ 50 8.6L／h×Ｔ 

賃 料 供用日 1.50 
建設機械等損料

表(5)／(4) 

ＩＣＴ建設機

械経費加算額 

ＭＣ／ＭＧバックホウ技術機械

経費 
賃 料 供用日 1.50 

建設機械等損料

表(5)／(4) 

 

○道路部・ほ場部 共通 

１ ＩＣＴ建設機械経費加算額 

ＩＣＴ建設機械経費賃料加算額 

建設機械に取り付ける各種機器及び地上の基準局・管理局の賃貸費用は、以下のと

おりとする。 

ＭＣ／ＭＧバックホウ技術機械経費： 41,000 円／日 

ただし、実際に要した費用との比較を行い、乖離が大きい(±20%を目安とする)場

合は適切な費用計上を行うこと。 
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２ その他ＩＣＴ建設機械経費等 

ＩＣＴ建設機械経費等として、以下の各経費を、共通仮設費の技術管理費に計上する 

※３次元起工測量・３次元設計データ作成費については、諸経費込みの価格をそ

の他」に計上。 

 

（１）システム初期費 

ＩＣＴ施工用機器の賃貸業者が行う施工業者への取扱説明に要する費用、システム

の初期費用等、貸出しに要する全ての費用は、以下のとおりとする。 

 

営農用水（ＩＣＴ） 

対象機械：バックホウ 

費用：598,000 円／式 

ただし、実際に要した費用との比較を行い、乖離が大きい(±20%を目安とする)場

合は適切な費用計上を行うこと。 

 
第４ ３次元出来形管理及び３次元データ納品 
１ 積算方法 

原則、断面管理にて出来形管理を実施するため、標記経費は計上しない。 

 

第５ 留意事項 

１ ガイドラインに記載する適用範囲に該当しない場合の取扱い  

本要領は、情報通信技術（ＩＣＴ）を活用したモデル工事（以下、「ＩＣＴ活用モデ

ル工事」という。）を対象としたものであるため、ＩＣＴ活用モデル工事以外での適用

はできないものとする。 

 

２ 発注者指定型における積算方法 

発注者は、発注に際して本要領に基づく積算を実施するものとする。情報化施工技術

活用の対象項目及び対象範囲の追加や変更について、受注者から発注者に提案、協議を

行い協議が整った場合には、設計変更の対象とし、本要領に基づく積算に落札率を乗じ

た価格により契約変更を行うものとする。 

 

３ 受注者希望型における積算方法 

発注者は、発注に際して積算基準（従来基準）に基づく積算を行い発注するものとす

るが、契約後の協議において受注者からの提案により情報化施工技術を活用すること

となった場合には、情報化施工技術を活用する項目について設計変更の対象とし、本要

領に基づく積算に落札率を乗じた価格により契約変更を行うものとする。 


